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はじめに
自由な企業の活動を前提とした資本主義経済体制のもとでは，本来，財・
サービスの価格・産出量は，市場のメカニズムを介して決定される。
このような資本主義経済体制では，個々の私企業の産出する財・サービス
の価格・産出量にたいする公的部門（政府，規制機開等）の干渉，すなわち
「規制」は原理的にはありえない。 しかし， わが国に於いては， 流通，
信，交通，金融から農産物まで非常に多くの産業分野で，免許，許認可，届
け出や行政指導の形態での「規制」が行われている。多くの西側諸国でも事
情は同様である。
本稿では，交通産業を念頭におきながら，まず，このように資本主義経済
体制のもとで，私企業にたいして本来存在しないはずの規制が行われている
根拠について考えてみたい。そして，規制の根拠をあきらかにすることによ
どのような条件のもとで規制が必要であり，
通
って， どのような条件のもとで
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規制が不要，あるいは有害であるかを判断する規範を得て，さらにその規範
にもとづいて，一例として，米国国内航空業で実施された規制綬和政策の妥
当性を考察することを主題としたい。
]I 規制のフレームワーク
1. 経済的規制と社会的規制
一般に，交通産業は規制の対象とされることが多い。わが国の場合，ほと
んどすべての交通機関で， 市場への参入・撤退，路線の新設・廃止には免
許・許認可等が必要であり，運行回数の増減，運賃・料金の変更についても
許認可・届け出等が必要である。
このように，私企業の価格・産出量にかんする自由な意志決定への公的部
門（政府，規制機関等）の干渉が「規制」であり， より厳密には経済的規制
といわれる。
経済的規制にたいして，車両の最高速度や載貨重量などの法律による規定
も交通産業における「規制」であるが，このような技術的な規制は社会的規
制として区別される。通常，経済学の文献では当然ながら経済的規制を考察
の対象としている。ここでとりあげる「規制」も経済的規制の意味である。
経済的規制と社会的規制は，本来，区別して考えられるべきものである。
しかしながら，交通産業の場合，硯実的には経済的規制と社会的規制はそれ
ぞれ独立ではなく，ある程度の連関，代替性が存在する場合もあると思われ
る。例えば，安全性の確保のために事業免許性が必要であるといわれること
(1) 
がある。これは， 事業免許制という形態の参入規制によって， 特定のルー
ト，特定の時間帯に運行される交通サービスの供給量を制限し，需要に比べ
て過剰な交通サービスが供給される結果，危険な競争（レース）坑発生する
ことを防止するという意図である。この場合，危険な競争を防止するために
車両の法定最高速度を厳守させるという社会的規制を，参入規制という経済
(1) [21] （原書） pp.68-69. 
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的規制で代替しているといえよう。
また，参入規制という経済的規制が存在しないために競争が激しくなれ
ば，事業者は車両の整備点検の簡略化や安全要員の減少によってコストを削
減し，さらには定められた安全基準を軽視する誘因が生まれよう。これは本
来，警察や監督官庁の取り締まり，監督という形態の社会的規制によって防
止されるべきである。ところが，例えば，わが国のトラック， ククシー事業
のように事業者数が非常に多く， これを監視する費用が非常に多額であれ
ば，過度な競争が生じないように事業免許制によって参入を規制するのも一
つの考え方である。この場合も，安全性を確保するための社会的規制を，参
(2) 
入規制という経済的規制で代替しているといえよう。
いずれにしても，交通の場合の経済的規制と社会的規制の現実的な関係に
ついてはさらに考察される必要があるように思われるが，ここでは問題を呈
示するにとどめ，前述のように経済的規制にかんする考察に限定することと
したい。
2. 規制の理論的根拠と現実的根拠
さて，本稿では経済的規制が行われる理論的な根拠を考えるが，実際に行
われている規制をすべて理論的な根拠によって説明することはできないであ
ろう。現実の交通産業をみるとき，規制の現実的な側面も無視することがで
きないように思われる。すなわち，理論的には規制の必要がなくても，現実
的にはなんらかの規制が必要な場合が考えられる。
(3) 
例えば， トラック運送業において，理論的には，運賃競争の結果，運賃が
正常利潤を確保する水準まで下降してくれば，コストの高い企業から撤退が
始まり運賃競争は終息し，正常利潤を確保しない運賃水準での浪費的な競争
(2) もっとも，参入規制を行えば安全性が保証されるわけではない。それゆえ，社
会的規制と経済的規制を関連させない考え方も多い。例えば (22J200ページ参
照。
(3) わが国のトラック運賃は認可制であり，建前としては運賃競争は生じないが，
事実上はダンピングによって運賃競争が行われている。
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は発生しないとされる。なぜなら， トラック運送業には撤退のときに回収で
きない巨額の固定費が存在しないために，資本は自由に移動することができ
るからである。
ところが，現実にはわが国のトラック運送業には零細な事業者が多く，正
常利潤を求める企業というよりはなかば生業的な側面が強いと思われる。こ
のような生業的事業者は，正常利潤を確保する水準以下に運賃が下降しても
撤退しないことがありうる。このとき， トラック運送業全休の運賃水準は，
このような生業的事業者のコストによって決まることになる。従って，正常
利澗を確保しない運賃水準での浪費的な競争が発生する可能性が存在する。
これは資源配分上望ましくないから，浪費的な競争を回避するために参入規
制が必要である考えることができる。
このように，理論的には規制の必要がなくても硯実的に規制が必要な場合
(4) 
が考えられ，さらに考察の必要があるように思われるが，この点にかんして
もここでは問題を呈示するにとどめ，前述のように規制の理論的な考察に限
定することとしたい。
m 規制の根拠
交通産業がしばしば経済的規制の対象とされる理論的な根拠として，一般
に，独占の弊害の除去，過当競争の防止，外部性の存在，公共性の存在，幼
(5) 
稚産業の保護，消費者保護の必要などがあげられている。本章では，一般に
あげられているこれらの根拠の妥当性を再考し，規制の適否を判断する規範
となりうる根拠を見出すことを課題としたい。
1. 独占の弊害
個々の企業の間で有効な競争が行われず，供給の独占あるいは寡占間の共
(4) これは，すなわち硯状の理論の不完全さを示すことに他ならないともいえる。．． 
(5) このうち，幼稚産業保護の必要性は必ずしも一般的に規制の根拠として考えら
れているわけではない。
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謀が存在するとき，企業は超過利潤を取得するために有効競争が行われた場
合よりもより高い価格，より少ない産出量を設定し，資源の最適配分が歪め
(6) 
られる。このことが独占の弊害の主たるものである。
このような独占による弊害を除去するために，有効競争が行われた場合に
等しい価格，言い換えれば平均利潤を含む平均費用に等しい価格を独占企業
に強制する価格規制が必要であると主張される。以上が一般に独占の弊害が
規制の根拠とされる意味である。
さて，ここで企業間の有効な競争が行われず，その結果として発生する独
占をふたつのケースに区分することが必要であろう。ひとつはその産業が自
然独占である場合であり，いまひとつはそうでない場合である。
ある産業の供給の費用構造が，伝統的な理論に従えば費用逓減構造である
ために，すなわち規模の経済が存在するために，その産業の需要全部を 1社
の企業によって供給するほうが， 2社以上の企業によって供給するよりも，単
位あたり費用が低くなることによって成立する独占は自然独占といわれる。
自然独占の場合，複数の企業に無理に競争を行わせるよりも，独占を容認
したほうが社会的に効率的である。しかしながら，自然独占のもとで価格の
設定を企業の自由に委ねれば，独占企業は自らの利潤が極大となるような価
格・産出量を選択し，高価格，過小供給となり企業は超過利潤を得る。これ
は資源配分上望ましくないから，超過利潤の生じない価格，すなわち平均利
潤を含む平均費用に等しい価格を企業に強制しなければならない。従って価
格規制が必要と考えられる。
また，自然独占が成立する費用構造のもとで，もし 2社以上の企業によっ
て競争が行われれば，競争は破減的になり社会全体にとって非効率であるか
ら，楽観的な， あるいは強引な企業の新規参入が阻止されなければならな
い。従って参入規制が必要と考えられる。
以上のように，ある産業で自然独占が成立する場合には，独占を容認した
(6) そのほかに独占の弊害として独占企業の効率の低下があげられる。
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うえで独占の弊害を除去するために規制を行うのが望ましいといえよう。す
なわち，独占が自然独占のケースでは，独占の弊害は規制の根拠として妥当
であろう。
一方，自然独占でない独占のケースとは，企業買収，寡占企業間のカルテ
ル等によって生じる一般的な独占である。この場合，自然独占のときのよう
な独占の社会的なメリットは存在せず，競争が望ましいことはいうまでもな
いであろう。それゆえ，このような独占を容認する理由はなく，独占禁止法に
よって禁止されるはずである。独占自体が禁止されるから，それを容認する
ことに付随する価格規制や参入規制の必要は発生しない。従って，自然独占
でない独占のケースでは，独占の弊害は規制の根拠とはならないであろう。
以上要約すれば，一般的に独占の弊害が規制の根拠とされているが，これ
が妥当するのは自然独占の場合であって，独占が自然独占ではない場合には
(7) 
規制の根拠にはなりえないと思われる。
2. 過当競争
競争企業によって需要に比べて過大な供給が行われるとき，激しい価格競
争が起こり，破減的競争や企業倒産が発生するといわれる。これを防止する
ために，市場で競争する企業数を制限して過当競争が生じないように参入規
制が必要であると主張される。これが一般に過当競争の防止が規制の根拠と
される意味であろう。
ここでも，過当競争をふたつのケースに分けることが必要であろう。ひと
つは破減的競争の場合であり，いまひとつは破滅的競争ではなく，たんに厳
しい競争の場合である。
価格競争の結果，長期的に価格が平均利潤を含まない総費用以下の水準に
まで下降するような競争は破減的競争といわれる。破減的競争が発生するの
は，市場から撤退するとき転売等によって回収することが困難な固定費の部
(7) 現実的には， 2章でトラック運送業の場合について示したように，この限りで
はない。
120(120) 第 34巻第 1 号
分（例えば鉄道の軌道など）の額が非常に大きいときに，企業は価格が総費
用以下になっても変動費が償えるかぎり撤退しないからである。破減的競争
は資源配分上望ましくないから，それが発生しないように競争企業の数を制
限し，またそれに付随して価格を規制しなければならない。従って，参入規
制及び価格規制が必要と考えられる。
しかしながらここで，撤退のとき転売等によって回収することが困難な固
定費の部分が非常に大きいということは，平均費用が逓減構造であるという
ことであり，伝統的な理論によれば，すなわち自然独占であるということに
なる。従って，破減的競争が起こるのは自然独占の場合であるといえる。そ
れゆえ，規制の根拠としての過当競争の防止は，前節で述べた自然独占の場
合の独占の弊害の除去と同義であり，別個の独立した規制の格拠とはいえな
いように思われる。従って過当競争が破減的競争を意味するケースでは，過
(8) 
当競争の防止は規制の別個の独立した根拠とはならないであろう。
一方，撤退のとき転売等によって回収することが困難な固定費の部分が存
在しないときには，価格競争の結果，価格が総費用水準まで下降すれば，コ
ストの高い企業から撒退が始まり価格競争は終息するであろう。すなわち，
この場合には資源配分を歪めるような破減的競争は発生しない。それゆえ，
競争が非常に厳しいものであっても，競争を綬和させて企業を保護する必要
は存在しない。また比較的非効率的な企業の倒産は，社会的には効率上むし
ろ望ましいことであろう。従って過当競争が破減的競争を意味しないケース
では，過当競争の防止は規制の根拠とはならないと思われる。
以上要約すれば，一般的に過当競争の防止が規制の根拠とされているが，
破減的競争の場合には，前節で述べた自然独占の場合の独占の弊害の除去と
いう根拠に包含されるために，また破減的競争でない場合にはその必要がな
いために，どちらの場合も規制の根拠としては妥当ではないと思われる。
(8) 破減的競争を放置してもよいという意味ではなく，破減的競争の抑制は既に自
然独占の場合の参入規制の根拠として取り上げられているのでここであらためて
取り上げる必要はないという意味である。
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3. 外部性
例えば自動車交通と鉄道交通を比較して，一般に前者は交通事故，大気汚
染等の外部負経済が大きく，一方後者はそれが小さいといわれる。従って外
部負経済を含めた社会的な資源配分の最適化を考えれば，硯状の外部負経済
が内部化されない費用に基づく競争では， 社会的な資源配分の歪みが生じ
る。すなわち，外部負経済の小さな交通モードの過小需要と，外部負経済の
大きな交通モードの過剰需要が発生するであろう。これは，望ましくないか
ら外部性に相遮のある交通モード間の競争を適正なものとするために，外部
負経済のより小さな，すなわち外部経済のより大きなほうの交通モードを優
遇するようななんらかの公的干渉が望ましいと主張される。以上が一般に外
部性，とくに外部負経済の存在が規制の根拠とされる意味であろう。
さて，ここでは異なる交通モード間の競争が問題とされている。すなわ
ち，利用される交通モードにかかわらず，ある 2地点間の輸送が一つの市場
として捉えられている。交通における市場の概念は，本来このように考えら
れるべきであろうが，異なる費用構造をもつ異種の生産設備によって供給さ
れるサービスのあいだ競争の考察は，実際的に困難に思われる。ここでは，
このような異種交通モード間の競争は今後の課題として，同種の費用構造を
持つ同種の生産設備によって供給されるサービスの間の競争，すなわち同じ
交通モード間の競争に考察の対象を限定したい。
同一交通モード間においては大きな外部性の違いは存在しないであろう。
自動車交通と鉄道交通の外部性の進いは存在するであろうが， A社のトラッ
ク運送サービスとB社のトラック運送サービスでは大きな外部性の違いがあ
るとは考えられない。それゆえ，同一交通モード間の競争についてに外部性
の因子は大きく作用しないであろう。従って，外部性の存在は規制の根拠と
はならないであろう。
以上要約すると，一般的に外部性の存在が規制の根拠とされているが，同
ー交通モード間の競争に考察を限定すれば，規制の根拠にはならないように
思われる。
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4. 公共性
ある産業で供給される財・サービスの公共性が大きい場合，低廉な価格で
安定的に供給が行われることが社会的に望ましいとされる。このような公共
性の大きい財・サービスが私企業によって供給されるのであれば，低廉な価
格を維持するために価格規制が， 安定的な供給を保証するために産出量規
制，とくに撤退にたいする規制が必要であると主張されている。これが一般
に公共性の存在が規制の根拠とされる意味であろう。
ここで例えば，警察，消防などのような純公共財，すなわち「不特定多数
(9) ・
の公衆の利用のために無差別に供されるという属性を有する財」について考
えてみると，低廉な価格（多くの場合は無料）を保証し，事業者の撤退によ
る供給の停止を防止することが望ましいということには議論の余地はないで
あろう。従って，純公共財を産出する産業については，価格規制と産出量規
制，特に撤退にたいする規制が必要と考えられる。
純公共財は，万人が公共性の存在を認める財といえようから，公共性の存
在自体は規制の根拠として妥当であろう。
さて，問題はある産業で供給される財・サービスが，純公共財ではないが
ある程度の公共性を有する場合である。交通サービス，特に旅客交通は一般
に公益事業であり，その公共性は大きいと考えられる。しかしながら，交通
サービスは警察，消防とは遮って純公共財ではなく，公共財と私的財の混合
財であろう。それぞれの交通モードによって，また市場の条件によって公共
性の程度は変化し，公共性の程度を先見的に規定することはできないように
思われる。
結局のところ，ある交通サービスのもつ公共性の大きさは，それを利用す
る人々が評価するものであり，社会的判断に委ねられなければならないよう
に思われる。従って，交通サービスのように，純公共財でない混合財の場合
には，公共性の存在を根拠とした規制が適切か否かの判断も社会的判断に依
(9) (22] 128ペー ジ。
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(10) 
存することになる。
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以上要約すれば，一般的に公共性の存在が規制の根拠とされており，本稿
でも公共性の存在自体は規制の根拠となると考えるけれども，ある産業の産
出の公共性の程度は社会的判断を待たねばならないということになろう。
5. 幼稚産業保護
国際競争下にある産業で，自国の企業の技術水準が未発達なために，その
まま国際市場競争に委ねれば，先発の技術水準の高い外国企業に駆逐されよ
うが，技術以外の他の環境では外国企業にくらべて劣位でないため，将来技
術水準が先発の外国企業と同等に発達すれば，有効な国際競争が期待できる
場合，その産業は幼稚産業であるといわれる。このとき，外国企業の参入を
規制し，同時にまた自国企業間の無駄な競争を避け，集中を高めて経営基盤
を強化するために参入規制が必要であると主張される。これが一般に幼稚産
業の保護が規制の根拠とされる意味であろう。
長期的な有効競争の実現のために，幼稚産業の保護は合理的であると考え
られる。それゆえ，幼稚産業の保護自体は規制の根拠として妥当であろう。
しかしながら，問題は，ある産業が幼稚産業に該当するのか，それともた
んに非効率なだけかの判断にあると思われる。ここで 2つの問題が考えられ
る。まず第一に，ある産業が幼稚産業か否かの判断は，将来の予測を伴うこ
とである。自国企業の技術水準が，将来，外国企業と同水準に発達したと鳴
には，外国企業の技術水準はさらに発達しているかもしれず，また，外国企
業は現在の技術優位を背景に経営戦略上の固有の優位性を確立してしまうか
もしれない。そうなれば有効な競争は実現せず，たんに非効率企業の保護に
おわるであろう。第二の問題は幼稚性に基づく企業の保護・育成は，現実的
には， 国家の産業政策と密接に結ぴ付き， 純粋に長期経済効率的判断より
も，例えば安全保障や，国威発揚のためのナショナル・フラッグ・キャリア
(10) 本稿では，ある産業の産出がどの程度の公共性を有するかということには立ち
入らず，与件として考える。
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のーように， 非経済的要因によって決定されることが予想されることであ
る。
結局のところ，ある交通産業が幼稚産業であるかどうかの判断は，政治的
判断に委ねられなければならないように思われる。従って，ある交通産業で
幼稚産業の保護を根拠とした規制が適切か否かの判断も政治的判断に依存す
(11) 
ることになる。
以上要約すれば，一般的に幼稚産業の保護が規制の根拠とされており，本
稿でも幼稚産業の保護自休は規制の根拠となると考えるけれども，ある産業
が幼稚産業に該当するか否かは政治的判断を待たねばならないというこにな
ろう。
6. 消費者保護
公益事業の規制にかんして，・しばしば消費者保護の必要が規制の根拠とし
(12) 
てあげられるが， いわゆる「消費者保護」には2つの意味があると思われ
る。ひとつは，自給自足の時代と比べて，資本主義経済社会では消費者は技
術的に十分な商品の知識をもつことができないために，また宣伝，広告，販
売競争の激化が，消費者をして適正な選択をならしめることを困難にするた
めに，計量，規格，表示の適正化，安全確保などのための公的規制が必要と
主張されることである。いまひとつは，自然独占となる産業にたいして，独
占の持つ弊害を防止して消費者の利益を保護するような公的規制が必要と主
(13) 
張されることである。
ここで，前者の意味での消費者保護を根拠とする規制は，安全面を中心と
する技術的な規制で，社会的規制の範疇に属すると考えられる。従って，経
済的規制の根拠として別個に取り上げる必要はないであろう。
(11) 本稿では，ある産業が幼稚産業であるかどうかの判断には立ち入らず，与件と
して考える。
(12) 〔1心 191,192ペー ジ。
(13) 〔14)189, 190ペー ジ。
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また，後者の意味での消費者保護を根拠とする規制は，本章のはじめに示
した自然独占の場合の独占の弊害の除去と同じ意味である。従って，再びこ
こで別個に取り上げる必要はないであろう。
以上要約すれば，いわゆる消費者保護の必要は，一部は社会的規制の根拠
であり，残りの部分は自然独占の場合の独占の弊害の除去という根拠に包含
されるために，どちらの場合も別個の独立した経済的規制の根拠には妥当し
ないように思われる。
7. 規制の理論と規制政策
本章では，一般に規制の根拠としてあげられている独占の弊害，過当競争
の防止，外部性の存在，公共性の存在，幼稚産業の保護，消費者保護という
6つの要件の妥当性を考察した。結論としては，これらの6つのなかで自然
独占の場合の独占の弊害の除去，外部性の存在，公共性の存在，幼稚産業の
保護の 4つが経済的規制の理論的根拠として妥当であると考えられた。ここ
で，以上の4つの要件のうち，外部性の存在は前述のように考察の対象をひ
とつの交通モードに限れば規制の根拠とはならないと思われる。また，公共
性の存在と幼稚産業の保護は，それぞれ社会的判断，政治的判断を待たざる
をえず，経済学的なメルクマールとして利用することは難しいように思われ
(14) 
る。よって以下本稿では，自然独占の場合の独占の弊害の除去を交通におけ
る経済的規制の理論的根拠として考えたい。従って，規制の適否を判断する
規範は，自然独占が成立するかどうかということになろう。すなわち，もし
ある産業の供給の費用構造が自然独占を形成するものであれば，独占を容駆
したうえで規制政策が行われるべきであり，ある産業で自然独占が形成され
ないならば規制政策は不要であり，現実に規制が行われている場合は規制緩
和政策が望ましいといえよう。
(14) 規制の根拠として，公共性の存在と幼稚産業の保護を決して無視するのではな
く，与件として考えるという意味である。
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W コンテスタブル・マーケットの理論
前章では，規制の要不要は供給の費用構造が自然独占を形成するか否かに
よって決定されることが示された。このように，市場が独占であるか競争的
であるかという市場構造が企業行動を規定し，それに応じて規制あるいは規
制緩和という産業政策が決定されるという考え方は，伝統的な産業組織論に
(15) 
基づく考え方であるといえよう。
ところで，昨今，伝統的な産業組織論にたいして，これを修正する新しい
考え方が提唱されている。いわゆるコンテスクプル・マーケットの理論であ
(16) 
る。本章では，このコンテスクプル・マーケットの理論に基づく規制政策あ
るいは規制緩和政策について考えてみたい。
さて，コンテスクプル・マーケットの理論は，劣加法性，コンテスクビリ
ティ，維持可能性という 3つの概念を骨格としているといえるが，以下では
それぞれの概念について，規制理論としての観点から考察したい。
1． 劣加法性
これまでの自然独占の理論では，企業の生産領域全休にわたって規模の経
済が存在するとき，言い換えれば平均費用が逓減構造であるときに自然独占
が成立するとされてきた。
ところが，これを修正する新しい自然独占の考え方が Sharkeyらによっ
・(17)
て提唱されている。そしてこれはコンテスクプル・マーケットの理論のひと
つのボイントをなしている。 この新しい自然独占の考え方によれば， 「規模
(18) 
の経済は自然独占の必要条件でも十分条件でもない」。すなわち， 規模の経
済が存在しなくても自然独占が成立する場合があり，逆に規模の経済が存在
(15) • C4] （訳書）第1章。
(16) 〔7)p.XIII. (7〕はコンテスタプル・マーケットの理論を休系的に示した文
献である。その概要は C5]に示されている。
(17) (24]参照。
(18) C 7 J p. XVI. 
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しても自然独占が成立しない場合があることになる。
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従って，従来の理論に基づいて，規模の経済が存在するために，自然独占
とみなされ，独占を容認されるかわりに規制を受けていた産業が，この新し
い理論によれば，自然独占ではないとみなされ，独占は禁止されてそれに伴
(19) 
う規制も撤廃されることがありうる。
従来の自然独占の理論では，一本の連続した逓減する平掏費用曲線に表さ
れるごとく， 連続的な費用構造を有する単一財生産の場合のみを扱ってき
た。それにたいして，新しい自然独占の理論は， 1）単一財生産で不連続の費
用構造をもつ場合と， 2）単一財生産ではなく多品目生産を行っている場合を
包含するように拡張された。そのために，自然独占を規模の経済ではなく，
劣加法性 subadditivityという概念で定義した。すなわち劣加法性が存在
すれば自然独占が成立し，劣加法性が存在しなければ自然独占が成立しない
とされる。
(20) 
ここでは劣加法性の概念の詳述は省略するが，規模の経済によって自然独
占を定義した場合と，劣加法性によって自然独占を定義した場合の相遮を結
論的にのみ示せば以下のようになろう。
(1)単一財生産で費用曲線が連続の場合
この場合は，規模の経済は劣加法性の必要十分条件である。従って，規模
の経済が存在すれば， その費用関数は劣加法的であるから自然独占が成立
し，規模の経済が存在しなければ，その費用関数は劣加法的ではないから自
然独占は成立しない。
(2)単一財生産で費用曲線が不連続の場合
この場合は， 規模の経済は劣加法性の十分条件であるが必要条件ではな
い。従って，規模の経済が存在すれば，その費用関数は劣加法的であるから
(19) 逆もまたありうる。すなわち，これまで自然独占とはみなされず，独占は禁止
され従って規制を受けていなかった産業が，新しい理論によれば自然独占と考え
られるため，独占を容認し規制を受けたほうが望ましい場合も考えられる。
(20) 詳しくは [31〕第3章参熙o
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常に自然独占が成立するが，規模の経済が存在しなくても，劣加法的な費用
関数がありうる。それゆえ，規模の経済が存在しなくても，自然独占が成立
する場合があることになる。
(3)多品目生産の場合
一社の企業が多種類の財を生産・している場合（多品目生産 multi-product)
では，規模の経済だけでなく， 範囲の経済も同時に考慮しなければならな
い。規模の経済も範囲の経済も，それ単独では劣加法性の十分条件であるけ
れども，両者が同時に多品目生産費用関数に作用することによって，規模の
経済は劣加法性の必要条件でも十分条件でもなくなる。同様に範囲の経済も
劣加法性の必要条件でも十分条件でもないことになる。結局，多品目生産に
(21) 
おいて自然独占が成立するか否かは，費用関数の形態に依存するといえる。
上述(1)の場合には，規模の経済によって自然独占を定義しても，劣加法性
によって自然独占を定義しても結果は同じであるから，これまで自然独占を
根拠として規制を受けてきた産業の供給の費用構造が(1)のケースに該当すれ
ば，依然として独占は容謁され，それに伴う価格規制及び参入規制が行われ
るのが望ましいことになろう。
しかし，上述(2),(3)の場合には，規模の経済によって自然独占を定義した
ときと，劣加法性によって自然独占を定義したときでは結果は異なる場合が
あるから，これまで自然独占を根拠として規制を受けてきた産業の供給の費
用構造が(2), (3)のケースに該当すれば，従来自然独占と考えられてきた産業
が，自然独占ではないとみなされる場合がある。この場合， 独占は禁止さ
(22) 
れ，それに伴う参入規制及び価格規制は撤廃ざれるのが望ましいであろう。
(21) 規模の経済と範囲の経済が共に存在する場合には自然独占が成立し，規模の経
済と範囲の経済が共に存在しない場合には自然独占が成立しないのはあきらかで
あろう。問題は，規模の経済が存在し範囲の経済が存在しない場合，及び規模の
経済が存在せず範囲の経済が存在する場合である。
(22) 硯実にはどのようなケースが該当するかについての考察は今後の課題とした
い。稿者は昨今の交通における現実の規制緩和政策がすべてこのような理論iこ基
づくものであると考えているわけではない。
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2. コンテスタビリティ
前章では，規制の要不要は当該産業が自然独占であるか否かによって決定
されるというフレームワークのなかで， 規制が行われる根拠について述べ
た。
ところが，昨今このフレームワーク自体を修正する新しい考え方が提唱さ
れている。そしてこれは，前述のコンテスクプル・マーケットの理論のもう
(23) 
一つのポイントをなしている。この考え方によれば，自然独占であっても一
定の条件のもとでは独占企業は自主的に平均費用に等しい価格を設定し，超
過利潤を取得せず，従って価格規制の必要はないとされる。また，同時に，
同じ条件のもとでは，破減的競争は発生せず，従って参入規制の必要もない
とされる。
従来，自然独占の成立する産業では， 創業に必要な固定資本は巨額であ
り，参入に必要な巨額の固定資本は参入障壁を形成し，新規参入は容易に行
えず，それゆえ自然独占企業は，もし価格規制がなければ，新規参入の脅威
なしに超過利潤を取得することができると考えられてきた。
ところが，もし新規参入に必要な固定資本がいかに巨額であっても，その
資本が生産設備の中に埋没してしまわず撤退のときに回収可能であれば，す
なわち使用にたいする正常な減価償却分を差し引いて．元の取得価格で転売
可能であることがあきらかであれば．その固定資本を担保にして融資を受け
るのは容易であろう。従って，固定資本が巨額であっても，転売可能なら参
入障壁とはならないであろう。生産設備の中に埋没してしまい回収不可能な
（以）
費用はサンクコスト sunkcostといわれる。
かくて，自然独占が成立している産業でも，その固定資本がサンクコスト
にならなければ参入障壁が存在しないことになる。そのような産業で，自然
独占企業が超過利潤を取得していれば，新たな企業が参入してくる可能性が
(23) コンテスクプル・マーケットの理論の中では最もよく知られているポイントで
ある。前述（5〕， (7〕の他 (6)Part I参照。
(24) (5〕Ch.10.
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ある。それゆえ，既存の企業は，現実に独占であり，その市場で競争が行わ
れていないにもかかわらず，港在的な競争が顕在化することを回避するため
に，新規参入の誘因とならない利潤（正常利潤）を取得するにとどめ，超過
利潤を断念しなければならないであろう。すなわち，その自然独占企業は，
あたかも競争状態にあるかのような企業行動をとることになろう。
このように，ある市場に，顕在的，港在的をとわず競争の可能性が存在す
ることをコンテスタプル contestableであるといい，コンテスタプルの状態
にある市場はコンテスタブル・マーケット contestablemarketsといわれ
る。また， コンテスタプルである程度をコンテスクビリティ contestability
(25) 
という。
以上要約すれば，コンテスタビリティの概念に基づく新しい考え方によれ
ば，規制の要不要は，当該産業が自然独占であるか否かではなく，当該産業
で市場がコンテスタブルであるか否かによって決定されることになる。ある
産業で市場がコンテスタプルであれば，たとえ自然独占であっても，独占企
業は超過利潤を取得できず価格規制は不要である。また，コンテスタブルで
あるということはサンクコストが存在しないということであるから，企業は
撤退が可能であり，従って破減的競争は発生せず，それゆえ参入規制は不要
であるといえよう。
3. 維持可能性
前述の劣加法性の概念は，従来の自然独占の定義を修正した。また，コン
テスタビリティの概念は，自然独占であるという市場構造と独占力の濫用と
いう企業行動の連関に限定条件を加えたといえる。その意味で，以上の 2つ
は従来の規制の理論を修正するものといえよう。それにたいして維持可能性
sustainabilityの概念は，規制の理論にこれまで考えられていなかった新た
な判断基準を付け加えたと思われる。
ある市場で，需要全体に供給するのに必要な生産規模における平均費用よ
(25) C 5 J pp. XIX-XXII. 
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り，需要の一部のみに供給する生産規模における平均費用のほうが低くなる
(26) 
とき，その市場は維持可能ではないといわれる。市場が維持不可能ならば，
企業の自由な意志決定の結果，資源配分が最適化されない可能性が生じる。
これは望ましくないから，維持不可能な市場では参入規制によって独占を維
持することが望ましいとされている。本稿では維持可能性の概念の詳述は省
(27) 
略するが，維持可能性と規制政策との関連を結論的にのみ示せば以下のよう
になろう。
(1)需要が企業の最小最適生産規模よりも小さい場合
この場合は平均費用曲線が逓減領域で需要曲線と交差するから，常に維持
可能であることは明白であろう。なぜなら，そのような市場の需要の一部の
みにたいして供給しようとする新規参入者は，規模の経済が存在する結果，
費用上不利であり参入できないからである。
(2)需要が企業の最小最適生産規模よりも大きく供給が寡占の場合
需要が企業の最小最適生産規模より大きい場合で，平均費用が最小最適生
産規模から最小最適生産規模x(l+a)/aの範囲で一定であるとき，企業
数がa以上ならその市場は常に維持可能，企業数がa以下なら市場は50％の
確率で維持可能とされる。
(3)需要が企業の最小最適生産規模よりも大きく供給が独占の場合
市場の需要全体にたいして供給するのではなく，需要の一部のみに供給す
る新規参入者が硯われたとすると，参入者は既存の企業よりも小さな生産規
模で，より低い平掏費用で生産することができる。従って，この場合は常に
維持不可能であろう。
上述(1)，及び(2)の半数の場合には市場は維持可能であるから参入規制は不
要である。しかし，上述(2)の残りの半数と(3)の場合には市場は維持不可能で
あるから，資源配分の最適化のためには参入規制によって独占を維持するの
(26) C 5 J pp. XVII-XIX. 
(27) 詳しくは〔31]第4章参照。
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(28) 
が望ましいといえる。
4． コンテスタブル・マーケットの理論と規制政策
最後に，コンテスクプル・マーケットの理論に基づいて，規制政策が適切
であるかあるいは規制緩和政策が適切であるのかを整理すればつぎのように
図1 コンテスタブル・マーケットの理論に基づく規制・規制緩和政策
コンテスタプル・
マーケットの理論
r----，―-----―7 
L ____, ________ I竺es---_J
規制
(28) 参入規制によって競争が制限されれば，それに付随して価格規制が行われなけ
ればならない。
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なろう。
まず，ある産業の供給の費用構造が劣加法的でなければ，自然独占が成立
しない。自然独占が成立せずかつ市場が維持可能であれば価格規制及び参入
規制は不要である。一方，このとき市場が維持不可能であれば価格規制及び
参入規制が必要となる。
次に，ある産業の供給の費用構造が劣加法的であれば，自然独占が成立す
る。このとき供給に際してサンクコストが存在すれば，その市場はコンテス
タプルではないから，価格規制及び参入規制が必要である。一方，このとき
サンクコストが存在しなければ，市場はコンテスタプルである。市場がコン
テスタプルでありかつ市場が維持可能であれば，価格規制及ぴ参入規制は不
要である。市場がコンテスクブルであっても市場が維持不可能であれば，価
格規制及び参入規制は必要であるということになろう。以上の関係を図示す
れば図1のようになろう。
V 規制緩和政策の評価
本章では，前章で示された規制と規制緩和の規範に基づいて， 1978年に米
国国内航空業について実施された規制緩和政策の妥当性を考察し，あわせて
その後の推移についてもふれてみたい。
1. 米国国内航空業の規制緩和政策
1978年に米国では航空規制緩和法 (AirlineDeregulation Act)によって
(29) 
国内航空業にたいする参入及び運賃規制がほぼ撤廃された。
規制綬和当時の航空市場の構造は，以下のように要約できると思われる。
1路線，すなわち2地点間の航空輸送サービスを一種類の財とみなせば，通
常1航空会社が複数の路線をもっているから， 単一財生産ではない。 しか
し，当時は直行便サービスが主で，後述のようなハプアンドスポーク型の路
(29) 本章では航空旅客輸送の場合について考察する。なお，航空貨物輸送について
も同様に規制綬和が行われている。
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線設定は少なく， 従って範囲の経済はあまり存在しなかったといえる。 ま
た，航空産業で最大の固定施設である空港は航空会社の所有ではなく，機材
自体の規模の経済は存在するが， 企業規模の経済に与える影響は大きくな
表1 舛l際航空事業への主な参入者
事業者名 参入年 撤退年 撤退理由
前州内航空事業者
Air California 1979 1987 American社に買収
Air Florida 1979 1984 失敗
Pacific Southwest 1979 1987 US Air社に買収
Southwest 1979 運航中
前チャークー航空事業者
Capitol 1979 1984 失敗
World 1979 1986 旅客輸送中止
新規参入者
Air Atlanta 1984 1987 失敗
Air One 1983 1984 失敗
American International 1982 1984 失敗
America West 1983 運航中
Braniff(new) 1984 運航中
Florida Express 1984 1988 Braniff社に買収
Hawaii Express 1982 1983 失敗
Jet America 1981 1987 Alaska Air社に買収
Midway 1979 運航中
Muse 1981 1985 Southwest社に買収
Northeastern 1983 1985 失敗
Pacific East 1982 1984 失敗
Pacific Express 1982 1984 失敗
People Express 1981 1986 Texas Air社に買収
Presidential 1985 運航中
Regent Air 1985 1986 失敗
出所： （34J P. 12, Table 1. 
原註：資料は CongressionalBudget Office, from Department of Transportation 
data. 
買収された事業者の一部は，買収前の企業名で運航している。
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図2 運賃水準の変化
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出所： （34) P. 6, Fig. 2. 
原註：資料は CongressionalBudget Office, from Department of Transportation 
data. 
トレンドは1977年以降も1970年から1977年までと同じ低下率で運賃が低下した
と仮定した場合を示す。
い。従って，航空産業では大きな企業の規模の経済は存在していなかったと
いえる。範囲の経済も規模の経済も共に存在しないから， 劣加法的ではな
い。ゆえに，航空産業は自然独占産業ではなかったといえよう。
また，空港は他の用途に容易に利用あるいは転売ができないためにサンク
コストであるが，前述のように，航空会社の所有ではないから，航空会社が
負担しなければならないサンクコストでない。管制，航行システム等も同様
に航空会社のサンクコストではない。機材は大きな固定費であり，航空会社
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図3 輸送量の変化
唱70 1973 1976 1979 
出所： ［34〕P.7, Fig.3. 
トレンド
1982 1985 
原註：資料は CongressinoalBudget. Office, from Department of Transportaion 
data, annual reports及ぴ CBOestimates. 
トレンドは1977年以降も1970年から1977年までと同じ増加率で輸送量が増加し
たと仮定した場合を示す。
の所有であるが，転売， リースが可能であるからサンクコストではない。そ
れゆえ，航空市場はコンテスクプルであったと考えられる。
(30) 
維持可能性の問題をひとまず捨象すれば，航空産業では自然独占が成立せ
(30) コンテスタブル・マーケットの理論のいま一つのポイントである維持可能性の
概念の塊実的意味については，ここではふれず今後の課題としたい。
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図4 労働生産性の変化
雇用者一人あたりの座席マイル（百万）
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原註：資料は CongressionalBudget Office, from Department of Transportation 
data,及び CBOestimates. 
国内航空および国際航空を含む。
各年12月現在。
トレンドは1978年以降も1970年から1978年までと同じ上昇率で労働生産性が上
昇したと仮定した場合を示す。
パートタイムの雇用者は％人として計算。
ず，かつ市場はコンテスクブルであるから，規制は必要がないということに
なる。ゆえに規制緩和は妥当な政策であったと思われる。
この規制緩和政策の妥当性はその後の航空産業の市場成果によって証明さ
れる。
すなわち，低運賃を武器にした多くの新規参入が行われた。表1に1979年
以後あらたに米国国内州際航空市場に参入した主な企業を示す。このような
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新規参入者に対抗するため，既存の航空会社も運賃を引き下げ，航空産業全
体の運賃水準が低下した。図2に規制緩和前後の運賃水準の変化を示す。
このような運賃水準の低下によって，また頻度やその他の付加的サービス
等の運賃以外の競争によって，総輸送量が増加した。図3に規制緩和前後の
輸送量の変化を示す。
さらに，以上のような競争の結果として，既存の独占的大手航空会社にみ
られた非効率性が縮小することが考えられる。図4に規制綬和前後の労働生
産性の変化を示す。
結局，規制綬和政策は，少なくとも一定期間はそれが意図したとおりの成
果を達成し成功であったといえよう。
2. 既存の航空会社の対応
前述のように，規制緩和当時の航空産業では規模の経済も範囲の経済もほ
とんど存在せず劣加法的ではなかった。そのため，新規参入者は既存の企業
に比べて少ない機材，路線しかもたなかったが，費用上劣位ではなく，現実
に参入し競争を行うことができた。
さて，既存の企業はこのような新規参入者に対抗するため，前述の運賃・
サービス競争にくわえて，それまでほとんど存在していなかった範囲の経済
を人為的に作り出し，航空産業を劣加法的にする戦略を採用した。同時に，
それまでほとんど存在していなかったサンクコストも人為的に作り出し，航
空市場をコンテスクプルでなくする戦略を採用した。
具体的には，まず，いわゆるハプアンドスボーク型の路線設定があげられ
る。規制緩和以前の米国国内航空では図5のような直行便型の路線設定が中
心であった。ところが，規制緩和以後は図6のような路線設定が増加してい
る。これはハプアンドスボーク型とよばれる。両図からあきらかなように，
，，ヽブアンドスボーク型の路線設定では，直行便型の路線設定に比べて，より
少ない路線数で同数の地点にサービスすることができる。これは，もし頻度
が同じであればより少ない機材，乗員で運航し，費用を節減することが可能
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図5 直行便型の路線設定
図6 ハブアンドスポーク型の路線設定
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であり， もし同数の機材，乗員を使用するならより多くの頻度で運航し，サ
ービスを向上することが可能であることを意味する。また，ハプ間の需要が
集中する区間では， より大型の機材を用いて効率的に運航することができ
る。以上はすべて競争上の優位性を作り出す。
さて，このようなハブアンドスボーク型の路線設定を行うことができるの
は，組み合わすことが可能な多数の路線をもつ大手の航空会社であり，多く
は規制緩和以前からの既存の企業であった。僅かな路線しかもたない小規模
な新規参入者は，有効なハブアンドスポーク型の路線設定を行うことができ
ない。従って，多数の路線をもつ航空会社ほど競争上有利になる。これは範
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囲の経済が作り出され，航空産業が劣加法的になったことを意味する。 1985
(31) 
年現在の米国の主たるハブ空港を表2に示す。また，規制綬和以後の航空会
社によるハプ空港の使用の増加を表3に示す。
表2 主なハブ空港
ハプとして使用している航空会社
一日あたりの （総出発便数に占める当該航空会社便の
空港名 平均出発便数 割合： ％） 
Chicago O'Hare 
Atlanta 
Dallas/Ft. Worth 
Denver 
St. Louis 
Minneapolis/St. Paul 
Pittsburgh 
Phoenix 
Houston 
Memphis 
Detroit 
Charlotte 
Salt Lake City 
Houston-Hobby 
Dallas-Love Field 
Chicago Midway 
出所： ［34] P. 35, Table 5. 
814 
778 
577 
487 
399 
307 
300 
278 
232 
214 
166 
164 
158 
157 
132 
68 
United(41), American(24) 
Delta(46), Eastern(42) 
American(52), Delta(29) 
United(30), Frontier(26) 
Continental(25) 
TWA(44), Ozark(32) 
Republic(44), Northwest(39) 
USAir(81) 
America West(35) 
Continental(57) 
Republic(60) 
Republic(52) 
Piedmont(67) 
Western (67) 
Southwest(52) 
Southwest(84) 
Midway(77) 
原註：資料は CongressionalBudget Office, from Federal Aviation Administra-
tion, Airport Activity Statistics (1986). 
ある航空会社が一日50便以上一つの空港を使用し，その空港が東西両海岸に位
置していないとき，その航空会社はその空港をハプ空港として使用していると
みなされる。
(31) ハプ空港の定義については表5原註参照。
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表3 ハブ空港の使用の変化
全便便の割中合ハプ（空彩港）を使用する
事業者名 主の所た在る地ハプ空港 （第1297四8年半期） （第12983四年半期） 増（加％率） 
American Dallas-Ft. Worth 11.2 28.6 113.7 
U.S. Air Pittsburgh 16.0 23.2 45.7 
Continental• Houston 12.8 22.9 45.8 
Delta Atlanta 18.3 21.4 11.4 
Eastern Atlanta 18.3 ・ 21.0 1.0 
Frontier Denver 18.0 33.8 23.8 
Northwestb Minneapolis-St. Paul 16.1 20.7 18.7 -
Ozark St. Louis 15.5 35.6 53.7 
Pan American• New York 12.3 24.0 -1.8 
Piedmont Charlotte 3.7 19.6 583.0 
Republicd Minneapolis-St. Paul 3.4 7.7 91.1 
Trans World St. Louis 11.9 33.0 81.3 
United Chicago 13,8 18.9 1.5 
Western Salt Lake City 10.3 16.9 129.3 
出所： ［3 J P. 79, Table 4. 2. 
原註：資料は ServiceSegment Data. CAB Report to Congress on lmplementa-
tion of Deregulation Actより。
a. Texas International社の出発便数を含む。
b. 1978年第2四半期の Northwest社のストライキのために Northwest社の
資料は1978年， 1983年とも第1四半期のもの。
c. National社の出発便数を含む。
d. North Central社， Southern社， HughesAirwest社の出発便数を含む。
範囲の経済を人為的に作り出し，航空産業を劣加法的にするいま一つの代
表的な戦略として， FrequentFlyer Programsといわれるリペートがあげ
(32) 
られる。これは，一定期間に一定距離以上，同じ航空会社を利用した旅客に
(32). Frequent Flyerは Delta社， Republic社のこの種のプログラムの名称であ
る。同様なプログラムに Braniff社， United社の MileagePlusがある。 [28)
55ペー ジ参照。
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運賃の一部をリベートとして払い戻すシステムである。このとき，利用する
のが異なる路線であっても，同じ航空会社の路線であれば， リベートの対象
として加算されるので，旅客は最初からなるべく多くの路線を運航している
航空会社を利用する選好をもつようになる。従って，同じ2地点間に， Fre-
quent Flyer Programsを行っている既存の大手航空会社と，僅かな路線し
かもたない小規模な新規参入航空会社が就航している場合，運賃が同じであ
れば，あるいは新規参入航空会社のほうがある程度運賃が低くとも，旅客は
将来のリベートを期待して大手航空会社のほうを利用するであろう。
かくて，多数の路線をもつ航空会社ほど競争上有利になる。これは範囲の
経済が作り出され，航空産業が劣加法的になったことを意味する。
次に，規制綬和以前にはほとんど存在していなかったサンクコストを人為
的に作り出し，航空市場をコンテスクプルでなくする戦略としては， Compu-
ter Reservation System (CRS)の使用があげられる。旅客の70％以上は代
理店で航空サービスの予約を行う。各代理店の端末と中央のコンピュークを
ォンラインで結ぴ，予約及びチケットの発行を行うシステムがCRSである。
代表的なものとしては， United社の “Sabre”とAmerican社の “Apollo"
がある。 CRSは全国の代理店に端末を設置しそれらをオンラインで結ばな
ければならないから，巨額の固定的投資であり，転売あるいは他の用途に容
(33) 
易に転用はできないからサンクコストである。
かくて， CRSの使用によって， それまで存在しなかったサンクコストが
人為的に作り出され，市場のコンテスクビリティが低下することになった。
以上のように，既存の大手企業が，新規参入者に対抗するために，それま
でほとんど存在していなかった範囲の経済とサンクコストを作り出したこと
によって，航空産業は劣加法的になり，市場のコンテスクビリティは低下し
た。
同時に，ハプアンドスボーク型の路線設定の結果，特定のハプ空港で特定
(33) もっとも．自ら CRSを設置しなくても既存のシステムに乗り入れることはで
きる。
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の時間帯に，航空機の発着が管制能力を上回り，混雑，遅延さらには安全性
の低下の問題が生じている。このため．現行以上の増便は困難である。現行
の発着悴は既存の企業が既得権として保有しているために．結局，物理的に
新規参入は不可能になってきている。
以上の要因の結果，規制緩和以後一定期間を経て，新規参入は減少し，表
1に示されるように多くの参入者が撤退している。また，前述のように範囲
の経済が生み出されたことから，航空事業者の路線拡張の誘因が強まり，表
4のように，合併，買収が増加している。その結果として，表5に示される
ように規制綬和以前より寡占化が進んでいる。
これは将来の独占力濫用の可能性．運賃上昇の可能性を生み，なんらかの
対策が必要である。
しかし，ここで留意すぺきことは，これが規制綬和政策の失敗，すなわち
年
1979 
1980 
1981 
1985 
1986 
表4 主な航空会社の合併と買収
会社名
North Central and Southern (name changed to Republic) 
Pan Am and National 
Republic and Hughes Air West 
Texas International and Continental 
People Express and Frontier 
Delta and Western 
Texas Air and Eastern (Texas Air also owns Continental) 
Texas Air and People Express 
Northwest and Republic 
TWA and Ozark 
Alaska and Jet America 
1987 USAir and Pacific Southwest 
American• and Air California 
USAir and Piedmont 
出所： ［34J P.14, Table 2. 
原註：資料は Congre蕊ionalBudget Office; Federal Trade Commision, The 
Deregulated Airline Industry (January 1988). 
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表5 米国国内航空業の産業構造
1978年 1983年 1987年
事業者名 シェア 事業者名 シェア 事業者名 シェア
（有マ償イ旅ル客） （有マ償イ旅ル客） （有償旅客）マイル
彩 彩 彩
1. United 21.1 1. United 18.7 1. Texas Air 20.3 
2. American 13.5 2. American 13.8 Continental 10.2 
3. Delta 12.0 3. Eastern 
4. Eastern 11.1 4. Delta 
5. TWA 9.4 5. TWA 
6. Western 5.0 6. Republic 
7. Continental 4.5 7. Northwest 
8. Braniff 3.8 8. Western 
9. National 3.6 9. Continental 
10. Northwest 2.6 10. Pan Am 
11. USAir 2.2 11. Southwest 
12. Frontier 2.0 12. Frontier 
上位4社 57.7 
上位8社 80.4 
上位12社 90.8 
出所： ［3心 P.15,Table 3. 
11.1 
11.1 
7.1 
4.2 
4.2 
3.9 
3.5 
3.3 
1.7 
1. 7 
54.7 
74.1 
84.3 
Eastern 
2. United 
3. American 
4. Delta 
5. USAir 
USAir 
Piedmont 
PSA 
6. Northwest 
7. TWA 
8. Southwest 
9. America West 
10. Pan Am 
11. Braniff(New) 
12. Alaska 
10.1 
4.0 
3.5 
1.4 
17.3 
15.4 
13.0 
8.9 
7.9 
6.4 
2.5 
1.8 
1.6 
1.0 
0.9 
66.0 
91. 7 
97.0 
原註：資料は CongressionalBudget Office, from Department of Transportation 
data及び annualreports. 
Northwest社については1978年の一部の期間にストライキがあった。 1987年
についての資料は，全年ではないが，以下の合併を反映している。 American
社と AirCalifornia社， USAir社と Piedmont社及び PSA社。
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規制綬和政策の当時の航空産業の市場構造への不適合を意味するわけではな
いことであろう。前述のように，規制緩和後一定期間はこの政策が意図した
とおりの良好な市場成果が得られた。問題は，まさに規制緩和政策を契機と
して，既存の企業によって市場構造を変化させる戦略が実行されたことであ
る。市場構造が変化したから，それに対応する政策も変わらなければならな
い。次節では今後の望ましい政策について考えたい。
3. 今後の政策
前述のように，硯在及び将来予測される米国国内航空業の市場成果はベス
トではな<,なんらかの対策が必要であるが， 1978年の規制緩和政策実施以
前のような参入及び運賃規制を復活することはまったく問題解決にはならな
し‘
前゜述のように，航空産業は構造的には本来自然独占ではなく，また市場は
コンテスタプルであるから，必要なことは人為的な劣加法性の要因と人為的
なサンクコストを取り除き，有効な競争を再び実現することであると考えら
れる。具体的には， FrequentFlyer Programsの禁止，既存の CRSへの
中小航空会社の乗り入れと，その際の公平な取り扱いの保証，既得権化して
いる空港容量の，新規参入者を含めた航空会社間での公正な配分を強制する
(34) 
ような政策が必要であろう。
以上のような政策を各事業者に強制するためには，なんらかの行政指導の
ような形態の公的干渉が必要である。これは規制の復活（再規制 Reregula-
tion)ともいえるかもしれない。 しかし，以前の参入及び運賃の規制とは，
その精神はまったく異なっている点が留意されるべきである。以前の規制が
企業行動に直接関与するものであったのにたいして，今回の再規制は，あく
までも自由な企業行動を尊重し，市場競争を保証する枠組みを作るための規
(34) 希少な空港容量の航空会社間での配分の方法には， 抽選や競争入札がある。
〔12J参照。前者の方法よりも，空港資源の利用により大きな便益を認める航空
会社がそれを取得する後者の方法のほうが，公正であり望ましいと思われる，
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制であるといえる。すなわち，直接企業行動に干渉するのではなく，市場構
造を変革することによって望ましい市場成果を達成するという産業組織論に
基づく産業政策である。従って，このような規制は以前の規制の復活ではな
いと考えるべきであろう。
VI おわりに
本稿では，ある産業部門で規制が必要であるか不要であるかを判断する規
範を考察し，それに基づいて米国国内航空業にたいして実施された規制緩和
政策の妥当性について考えた。規制の要不要を決定するメルクマールは，当
該産業の供給の費用構造が劣加法的かどうか，サンクコストが存在するかど
うか，市場が維持可能かどうかの 3点であった。硯実の市場構造がどれに該
当するかによって，適切な政策は自ずと導き出されよう。そしてこのような
規制政策，あるいは規制綬和政策は，コンテスクプル・マーケットの理論を
核とした新しい産業組織論の考え方に基づくものであるといえよう。しかし
ながら，コンテスクプル・マーケットの理論に依存した規制政策，あるいは
規制緩和政策は，たんに現状に対応した政策指針を提供するだけではない。
例えば，ある産業が，劣加法的でありサンクコストが存在するために価格規
制及ぴ参入規制を受けているが，維持可能であるとする。このような産業に
たいして，規制政策よりも市場原理の導入がベクーであるという前提のもと
に；競争を導入しようとするとき，サンクコストとなる固定施設を企業の所
有から第三者機関の所有に変更すれば，市場はコンテスクプルになり，競争
(35) 
が導入でき，結果として規制の必要はなくなるであろう。
このように，コンテスクプル・マーケットの理論は，現状に対応した政策
だけでなく，現状をより望ましいと思われる方向へ変革するための政策を提
供することができるといえ匁？これが，現在，コンテスクプル・マーケット
(35) サンクコストを競争企業から他へ移す具体的な方法については， 〔16J83ペー
ジ参照。
(36) ここで，コンテスクプル・マーケットの理論は，規制政策よりも市場原理の導
入がペクーであるという意志決定が行われたならば，その実現のための指針を提
供するが．かかる意志決定自体には関与しないことが留意されるべきであろう。
規制の理論と規制緩和政策について（山本）
の理論が注目を集めている所以の一つであると思われる。
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